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小山市コミュニティバス（区域運行）運行業務 仕様書 

小山市役所 総合政策部 公共交通課 

 

 本仕様書は、「小山市コミュニティバス（区域運行）運行業務（以下、「本業務」という。）」

を実施するにあたって、運行及び管理等に必要な事項を定めるものとする。 

 

1. 業務の目的 

 小山市地域公共交通計画に基づき運行している小山市コミュニティバスを継続するこ

とにより交通空白地域の解消を図る。 

2. 業務名 

 小山市コミュニティバス（区域運行）運行業務 

3. 対象区域 

 小山市コミュニティバス区域運行全域 

4. 契約期間 

 契約日から令和 12年 9月 30日までとする。 

5. 業務形態及び事業者等 

 本業務は、道路運送法第 4条に定める一般乗合旅客自動車運送事業の許可を受けて実

施するため、運行事業者は、同法に基づく許可を取得している事業者又は運行開始日ま

でに取得する見込みの事業者とする。なお、許可申請等に要する経費は、受託者が負担

するものとする。 

6. 業務内容 

(1) 運行内容 

① 運行方法：区域運行 

② 運行期間：令和 7年 10月 1日から令和 12年 9月 30日まで（5年間） 

③ 運 休 日：12月 29日～1月 3日、土曜日、日曜日 

④ 運行時間：実車時間 8時～17時 

     回送時間 7時 30分～8時、17時～17時 30分 

     点検、点呼、清掃等 7時～7時 30分、17時 30分～18時 

⑤ 運行エリア（営業区域） 

 下記、市内 4エリアとする。（一部、エリア外のミーティングポイント有り） 

(ア) 桑・絹エリア： 

桑地区全域（JR 宇都宮線の西側かつ小山市道 15 号の南側の大字喜沢は除

く）、大字中久喜全域、絹地区全域 

(イ) 大谷中南部・間々田東部エリア： 

JR宇都宮線の東側かつ栃木県道 33号小山環状線の南側の地区（西城南 7丁

目は除く）、国道 50 号の南側かつ小山市道 20 号の東側の地区及び JR 宇都

宮線西側の大字乙女の市街化調整区域内 

(ウ) 豊田・中・穂積エリア： 

豊田地区全域、中地区全域、穂積地区全域 
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(エ) 中・穂積・寒川・生井エリア： 

中地区全域、穂積地区全域、寒川地区全域、生井地区全域 

⑥ 運送の区間 

 別紙「デマンドバス乗降の考え方」を参照すること。 

 なお、令和 7年 6月開催予定の小山市地域公共交通会議にて協議が調った内容

とする。 

⑦ 続行便について 

 定員を超える予約があった場合は、可能な限り受託者が用意した車両で続行便

を運行すること。 

⑧ その他 

 小山市地域公共交通会議及び小山市地域公共交通会議運賃協議会の委員とし

て出席すること。 

 コミュニティバス運行事業者で組織するコミュニティバス運行事業者連絡会

に加入すること。 

 小山市、小山市地域公共交通会議が実施する施策及び催し等について協力する

ことを条件とする。 

 なお、利用状況等により、小山市地域公共交通会議において協議が調った場合は、

契約期間の途中で変更なることがある。この場合も受託者が対応できるようにするこ

と。 

(2) 車両の仕様 

① 使用車両 

 令和 7年 10月 1日～令和 8年 9月 30日の間は、原則、受託者が 5～10人乗り

程度の車両を用意すること。 

 令和 8年 10月 1日～令和 12年 9月 30日の間は、原則、市が用意した車両で

運行すること。予備車両は、受託者が用意すること。 

② 自動車保険への加入 

 本業務に使用する車両は、不測の事態に対応するため、利用者及び運行車両に

係る自動車保険に加入すること。なお、加入手続き及び保険料の支払いは受託者

が行うものとする。 

③ 車両の整備・衛生管理 

 使用する車両については、常に最良の状態を保持するため、法定及び日常的な

整備・点検を行うこと。また、車両を常に清潔かつ綺麗な状態に保つこと。 

④ 車両の保管場所 

自動車の保管場所は受託者が用意すること。 

⑤ その他 

 小山市が実施する、キャッシュレス決済導入に係る機器の取り付け、協賛事業

（おーバスサポーター、バス停オーナー等）の周知、その他車内外の掲示につい

て協力すること。 

(3) 乗務員の選任 

 厚生労働省の「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」に基づき、運転業
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務に必要な乗務人員を確保すること。 

 乗務員は心身ともに健康な者とし、法令を遵守し安全運転に努めること。 

 利用者に対して誠意をもって対応すること。高齢者や障がい者等の利用者が乗降す

る際は、必要に応じて介助や補助など、適宜必要な支援を行うこと。 

 受託者は、運行開始前及び定期的に乗務員の研修及び訓練を行うこと。 

(4) 事故対応及び損害賠償 

 運行中に事故等の不測の事態が生じた場合、利用者の安全確保を最優先して当該処

理にあたり、直ちに小山市に書面にて報告するとともに、これにより運行を中止又は

中断した場合は、予備車両又は交代の乗務員を確保するなど、業務に支障をきたすこ

とのないよう努めるものとする。 

 天災や不測の事態等やむを得ない事情により、予定していた運行を中止する場合は

速やかに市に報告すること。 

 本業務により利用者及び第三者に対して損害を与えた場合は、他責・自責を問わず

受託者の責任・負担において一切を処理すること。事故発生による全ての費用は，受

託者が負うこととする。 

(5) 苦情等の対応 

 利用者等からの苦情、意見、質問等には、誠意をもって対応すること。 

(6) 運賃及び支払い方法 

① 運賃、回数券、定期券等の額 

 おーバス路線図×時刻表（令和 6年 10月 1日改正）に記載のとおりとする。 

 運賃に変更があった場合は小山市地域公共交通会議運賃協議会で協議が調っ

た額を徴収すること。 

② 支払い方法 

 運賃、回数券、乗継券は車両に設置した運賃箱に利用者が直接投入する形で徴

収すること。乗務員によるいわゆる手受けが無いようにすること。 

 定期券は乗務員が目視で確認を行うこと。 

③ 紙式回数券 

 紙式回数券は、運行中に乗務している乗務員及び委託先のまちの駅思季彩館そ

の他小山市が設定した箇所で発売する。回数券冊子は小山市が用意する。 

④ 紙式定期券 

 紙式定期券は、委託先のまちの駅思季彩館その他小山市が設定した箇所で発売

する。定期券用紙は小山市が用意する。 

⑤ モバイル回数券、モバイル定期券（スマホ de noroca） 

 受託者と委託先の東武トップツアーズ（株）と契約し発売を行うこと。 

⑥ 発売手数料 

 まちの駅思季彩館その他小山市が設定した箇所で発売した回数券、定期券等は、

発売手数料として発売額の５％及びシステム使用料等を引いた額を収入として

計上すること。 

⑦ 売上金の管理 

運賃、紙式回数券（100円券 11枚綴り、200円券 11枚綴り）、定期券の発売金
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額は別にして集計すること。また、まちの駅思季彩館、東武トップツアーズ（株）

等から送付される売上報告書と入金額に誤りが無いか確認すること。 

(7) 報告書の提出 

 便毎の利用者数、日毎の営業収入（運賃、回数券、定期券）等を記載した報告書を

作成し、運行月の翌月の 10日までに小山市に提出すること。 

(8) 利用促進の取り組み 

 利用促進についてプロポーザル時の提案をもとに具体的に取り組むこと。また、小

山市が行う取り組みについては、受託者との協議のうえ協力すること。 

7. 運行補助 

(1) 市の補助金 

 毎月 1日から末日までの収入実績と運行に要した費用を算出し、収入が費用に満た

ない（赤字）月がある場合、当該路線の運行に関する予算の範囲内で費用から収入を

控除した額を補助する。但し、収入及び費用の算出方法については別に定める。（市の

補助金は毎月払いとする。） 

 費用の計算期間は毎年 10月 1日から翌年 9月 30日までの 1年毎とし、毎年 9月 15

日までにこの期間の年間費用額を小山市に提出し、承認を得ること。 

 収入が費用を上回る（黒字）月がある場合は、黒字額は翌月以降の赤字月に繰り越

し相殺を行うこと。 

 補助金の支払いは毎月の収入実績から当該期間の年間費用の日割り額を差し引き、

不足する金額を小山市に書面にて請求すること。小山市は適正な請求書を受理した日

から 30日以内に補助金を支払うものとする。 

(2) 国及び県の補助金 

 国及び県の補助金の交付を受けている場合は、この額を小山市の補助額から引くこ

と。 

 受託者は、本業務における国及び県の補助金の申請にあたり、書類作成、資料の提

出に協力すること。 

8. 収入、費用の算出方法 

(1) 収入 

 下記のものを計上すること。 

① 運送収入（旅客に係る運賃 運賃収入、回数券、定期券等） 

② 運送雑収（運送収入以外の営業上の収益 広告収入、協賛金収入等） 

 なお、広告収入は収入額の 2分の 1のみ計上とする。 

③ 営業外収入（営業活動に付随して行われる金融収益） 

(2) 費用 

 下記のものを計上すること。なお、毎年 9 月 15 日までに小山市に提出する年間費

用額には、燃料費、一般管理費、消費税は含めないこと。 

① 人件費（乗務員賃金、乗務員管理費、間接人件費等の給料、賞与、福利厚生費等） 

② 燃料費（ガソリン、エンジンオイル等） 

③ 修繕費（点検・整備費用、オイル・タイヤ交換費用、定期整備費用等） 

④ 固定資産償却費（車両等） 
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⑤ 本業務で使用する車両の任意保険料（対人、対物、搭乗者、車両等） 

⑥ 税金等（自動車税、自動車重量税、自賠責保険料） 

⑦ 消耗品費（車両に係る消耗品費、事務用品費等） 

⑧ その他経費（AIデマンドシステム利用料、オペレーター利用料、車載タブレット

利用料、車載タブレット通信費、硬貨両替手数料等） 

⑨ 一般管理費（経費合計の５％まで可） 

⑩ 消費税（消費税等額に変動が生じた場合はその相当額） 

 （毎月算出する費用は、当該月の年間費用の日割り額とする。） 

9. 契約の解除 

 発注者は，次のいずれかに該当すると認められたときは，契約の全部または一部を解除

することができる。 

(1) 道路運送法第 4条第 1項に規定する一般乗合旅客自動車運送事業の許可を運行開始日

（一般乗合旅客自動車運送事業の許可を有さない事業者については別途調整する日）

までに取得できなかったとき。 

(2) 運行事業者が契約に定める義務を履行しないとき。 

(3) 受託者の責に帰する理由により、運行期間内に運行業務を完了する見込みがないこと

が明らかになったとき。 

10. 秘密の保持 

 本業務の履行に関して知り得た情報を他に利用、開示してはならない。また、個人情報

の取り扱いについては、個人情報の保護に関する法律を遵守するものとし、データの秘密

保持について万全の管理を行うものとする。 

11. その他 

 運行内容に変更が生じる場合、本仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、小

山市と受託者の協議の上これを定める。 


